
30

未
　
然
　
防
　
止

第1部

早
　
期
　
発
　
見

早
　
期
　
対
　
応

重
大
事
態
へ
の
対
処
　

- 30 - 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

具体的な取組 

イ 「学校サポートチーム」会議の定期開催 

子供たちの健全育成上の諸問題に対して、教職員が、保護者、地域、関係機関等と連携・

協力して解決を図るための組織として、全公立学校に設置されている「学校サポートチー

ム」の会議を学期の初め等、定期的に開催して、「学校いじめ防止基本方針」に示す取組

の内容や、その進捗状況、在校する子供たちの実態、いじめ発生の状況と対応経過等につ

いて意見交換を行う。 
外部人材により構成された組織である「学校サポートチーム」が、教職員の組織である

「学校いじめ対策委員会」を支援する体制を築くため、年度ごとに「学校いじめ防止基本

方針」を改訂する際に、「学校サポートチーム」の意見を反映させるなど、取組の立案に

参画できる在り方を工夫する。 

ア 保護者、地域、関係機関等に対する「学校いじめ防止基本方針」の理解促進と協力依頼 

  学校のいじめ防止の取組について、保護者や地域、関係機関等の理解を得るとともに、

連携・協力体制を築くため、年度当初の保護者会、「学校サポートチーム」の会議、地域

自治会の会合等の機会に、「学校いじめ防止基本方針」の内容を説明する。 
また、「学校いじめ防止基本方針」を学校ホームページに掲載するとともに、「学校便り」

等を活用して内容を周知する。 
上記の方法により、理解を促進するに当たっては、年度ごとに「学校いじめ防止基本方

針」を改訂する際に、保護者、地域、関係機関等の意見を反映させるなど、取組の立案に

参画できる在り方を工夫する。 

【いじめ防止対策推進法】 

第８条 学校及び学校の教職員は、基本理念にのっとり、当該学校に在籍する児童等の保護者、地

域住民、児童相談所その他の関係者との連携を図りつつ、学校全体でいじめの防止及び早期発見

に取り組むとともに、当該学校に在籍する児童等がいじめを受けていると思われるときは、適切

かつ迅速にこれに対処する責務を有する。 

④ 全校で実施 

① 法による義務規定 
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【図表 11】東京都公立学校のいじめの認知件数の推移（平成５年度から平成 26 年度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     早期発見 ～いじめを初期段階で「見える化」できる学校づくり～ ２ 

（１）「いじめ」の定義の正しい理解に基づく確実な認知 

現状と課題 

 

 

 

 

 

 

 

 
○ 【図表 11】の結果から、いじめによる自殺等の事例が報道されると認知件数が増加

する。しかし、その後減少し、また次の事例により急激に増加する状況が見られる。 

○ 一方で、【図表 12】の調査結果からは、ほとんどの教職員が、「自分は、法の定義に

基づきいじめを認知しようとしている」と認識していることが分かる。 

【図表 12】「いじめ」の認知についての教職員の意識（抽出校分） 

■ あなたは、「いじめ防止対策推進法」に定められた定義に基づき、いじめられている児童・

生徒の心情に寄り添って、いじめを認知しようとしていますか。（上段：人数、下段：割合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
平成 27 年９月「『いじめ防止対策推進法』等に基づく組織的な対応に係る点検」東京都教育委員会 

愛知県西尾市 
中学校２年生自殺報道 

【定義変更】 

北海道滝川市小学校６年生自殺

福岡県筑前町中学校２年生自殺報道 
【定義変更】 

滋賀県大津市中学校２年生自殺 
東京都品川区中学校１年生自殺報道 

平成５～27 年度「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」（文部省・文部科学省）から作成

法制定 
【定義変更】 
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図表 12 

※
※ 平成１８年度調査からいじめの発生件数の調査から認知件数の調

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

小学校 613 2,879 2,127 2,372 1,645 1,207 735 680 475 357 328 317 289 3,841 1,970 1,508 1,678 2,161 2,423 7,187 5,581 4,993 3,557

中学校 1,572 2,988 2,225 2,189 1,721 1,485 1,185 1,148 825 768 660 573 597 2,759 2,052 1,772 1,798 2,129 2,195 4,238 3,854 3,255 2,697

高等学校 132 189 187 189 135 99 87 45 30 27 25 54 68 163 104 55 35 64 41 136 181 127 46

特別支援学校 10 3 14 28 12 7 3 16 7 0 0 4 3 21 19 19 10 24 12 43 42 22 11

0
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5,000

6,000

7,000

8,000

（人） いじめの認知件数の推移 小学校 中学校 高等学校 特別支援学校

※ 文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」による。

※ 平成１８年度調査からいじめの発生件数の調査から認知件数の調査に変更。

愛知県西尾市 
中学校２年生自殺報道 

【定義変更】 

北海道滝川市小学校６年生自殺

福岡県筑前町中学校２年生自殺報道 
【定義変更】 

滋賀県大津市中学校２年生自殺 
東京都品川区中学校１年生自殺報道 

法制定 
【定義変更】 
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○ 学校として、子供同士の間で起こるいじめを、できる限り漏らさずに認知するため

には、その前提として、全ての教職員が、「『いじめ』とは、相手の行為により被害の

子供が『心身の苦痛』を感じたものをいう。」という「いじめ防止対策推進法」に定め

られた「いじめ」の定義を正しく理解することが必要である。 
 
 
 
 
 
 

○ 法に規定された「いじめ」は、いわゆる社会通念上の「いじめ」の範囲より極めて

広く、その行為を受けた子供が、心身の苦痛を感じた場合は、「いじめ」に該当すると

理解することが求められている。 

○ 学校が、初期段階でいじめを認知し対応につなげることができるようにするために

は、校内研修等を通じて、「いじめ」の定義について、教員個人の解釈に差が生じない

よう、学校全体で共通理解を図る必要がある。 

○ 保護者、地域、関係機関等に対して、どのような行為が「いじめ」に該当するのか

を説明する必要がある。あわせて、いじめの件数が多い学校や学級に問題があるとい

う捉え方をしていないことを伝えて、理解を得ることが大切である。 

○ そうした教職員の共通理解の下、個々のいじめの認知については、教職員から報告

を受けた「学校いじめ対策委員会」が改めて定義を踏まえて、いじめであるかどうか

を判断することが不可欠である。 

具体的な取組 

ア 教職員の「いじめ」の定義に対する共通理解の促進  

校内研修等の機会を通して、全ての教職員がいじめの定義を正確に理解し、初期段階で、

いじめに気付くことができるようにする。 
そして、「加害の子供がいじめを意図して行っていない行為」、「偶発的な行為」、「継続

性がない行為」、「相手を特定せずに行った行為」などであっても、その行為を受けた子供

が心身の苦痛を感じている場合は、「いじめ」に該当するという意識をもって、いじめを

確実に認知する必要がある（参照：34・35 ページ）。 

【いじめ防止対策推進法】 

第２条 この法律において「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍

している等当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を

与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象とな

った児童等が心身の苦痛を感じているものをいう。 

① 法による義務規定 
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イ 「学校いじめ対策委員会」によるいじめの認知の徹底  

  以下の手続きを基本として、学校としていじめを認知する。 

① 一人一人の教職員が、気付いた全ての「いじめやいじめの疑いがある状況」を迅速

に「学校いじめ対策委員会」に報告する。 
② 「学校いじめ対策委員会」は、委員会のメンバーでもある校長の指示の下に、教職

員から報告があった全ての事例について事実確認の方策について協議する。 
③ 教職員は、「学校いじめ対策委員会」の協議結果に基づき、役割分担等を行い、事

案の詳細を確認するとともに、その結果を迅速に同委員会に報告する。 
④ 「学校いじめ対策委員会」は、報告された状況について、「いじめの定義」を踏ま

えて、いじめであるかどうかを判断する。 ⇒ いじめの認知 

上記の、手続きが遅滞なく行われるようにするため、教職員の構成や規模等の学校の

実態に応じて、学校として基本となる報告の流れ（マニュアル）を決めておく。 
なお、軽微と考えられるいじめについては、マニュアルの手続きを簡略化し、学級担

任等が対応後に報告することや、上記の③及び④については、状況等に応じて、校長が

直接指示又は判断することも考えられる。 
「学校いじめ対策委員会」がいじめを認知するに当たっては、一人一人の児童・生徒

の状況から、「この子供は苦痛に感じているのではないか」というきめ細かな視点から判

断する。たとえ、けんかやふざけ合いであっても、子供が感じる苦痛に着目して、背景

にある事情を確認し、いじめに該当するかを判断しなければならない。 
また、行為を受けた子供が苦痛を感じていない場合であっても、加害の行為が、人権

意識を欠く言動である場合などには、いじめと認知することが必要である。 
 
 
 

 

【いじめ防止対策推進法案に対する附帯決議（抜粋）】 

（平成 25 年６月 19 日 衆議院文部科学委員会、同６月 20 日 参議院文教科学委員会） 

 いじめには多様な態様があることに鑑み、本法の対象となるいじめに該当するか否かを判断する

に当たり、『心身の苦痛を感じているもの』との要件が限定して解釈されることのないよう努める

こと。 

   「学校いじめ対策委員会」が、教職員から児童・生徒の気になる様子についての報告を受け
るために、その都度、委員を招集すると、迅速に対応できないこともあるのですが、どのような工
夫が考えられますか。 

学校の実態（教職員の構成、規模等）に応じて、「委員の誰かに報告し、その委員が管理職に
伝えた後に、委員会で情報共有を図る。」「学年主任とともに、管理職に報告し、管理職が委員会を
招集し、伝達する。」など、学校として基本となる報告の流れを決めておきましょう。報告内容や校
長からの指示内容を記録する方法を明確にしておくことも大切です。 
迅速な報告と対応を第一に考え、例えば、報告を受けた校長が、報告者である学級担任に、直接

対応を指示するなど、臨機応変の対応が必要となる場合もあります。 
いずれの方法であっても、学校全体で情報共有し、組織的対応を行うために中核となるのがこの

委員会です。 

Ｑ 

Ａ 

① 法による義務規定 




